
2015/12/14 

東京都港区南青山 2-5-20 

TEL: 03-5775-3163 

http://www.tdb.co.jp/ 

景気動向調査専用 HP http://www.tdb-di.com/ 

 

1 ©TEIKOKU DATABANK, LTD.  

 

はじめに 

2015 年 12 月 8 日に発表された 7-9 月期の実質 GDP 成長率 2 次速報は前期(4～6 月期)比 0.3％

増、年率換算で 1.0％増となり、2四半期ぶりにプラス成長となった。また、住宅着工戸数や有効

求人倍率も改善が続くなど改善傾向を示す指標がある一方、ここにきて公共投資や個人消費にや

や足踏み傾向がみられ、業種や地域で景況感の格差が表れている。 

帝国データバンクは、2015 年の景気動向および 2016 年の景気見通しに対する企業の見解につ

いて調査を実施した。本調査は、TDB景気動向調査 2015年 11月調査とともに行った。なお、景気

見通しに対する調査は 2006年 11月から毎年実施し、今回で 10回目。 

 

※調査期間は 2015 年 11 月 16 日～30 日、調査対象は全国 2 万 3,051 社で、有効回答企業数は    

1万 620社（回答率 46.1％）。 

※本調査における詳細データは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com/）に掲載している。 
 

 

調査結果（要旨） 
 

1.2015 年、「回復」局面だったと判断する企業は 7.5％となり、2014 年の景気動向とほぼ同水準

となった。他方、「踊り場」局面とした企業は 54.8％で、2006年（53.5％、2006 年 11月調査）

以来 9年ぶりに 5割を超えた 

 

2.2016 年の景気見通し、「回復」を見込む企業は 11.3％で、2015年見通し（2014年 11月調査）

から 2.1ポイント減少した。「悪化」見込みは小規模企業が大企業より 9.8ポイント高く、規模

の小さい企業ほど厳しい見通しを示していることが判明 

 

3.2016年景気への懸念材料は「中国経済」（46.4％、前年比 33.3ポイント増）が最多。中国の景

気減速による影響を懸念する企業が規模や業界を問わず広がっている。逆に、「原油・素材価格

（上昇）」や「為替（円安）」は大幅に減少し、景気悪化の懸念材料はこの 1年で様変わり 

 

4.景気回復のために必要な政策、「個人消費拡大策」「所得の増加」「法人向け減税」「個人向け減

税」「年金問題の解決（将来不安の解消）」が上位 5項目に挙げられる。「出産・子育て支援」や

「介護問題の解決（老人福祉、介護離職など）」を重要施策と捉える企業も 2割前後にのぼる 

 

特別企画 ： 2016年の景気見通しに対する企業の意識調査 

2016年、「中国経済」が最大の懸念材料 
～ 景気回復に必要な政策、消費関連や法人減税が上位を占める ～ 
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1. 2015 年の景気動向、「踊り場」と考える企業が 9 年ぶりに半数を超える 
 

2015年の景気動向について尋ねたところ、「回復」局面であったと回答した企業は7.5％となり、

2014年の景気動向（2014年 11月調査）とほぼ同水準となった。他方、「踊り場」局面とした企業

は 54.8％で、2006年（53.5％、2006 年 11月調査）以来 9年ぶりに 5割を超えた。さらに「悪化」

局面とした企業は 19.9％となり、2014年実績から 9.0ポイント減少した。 

「回復」局面とみている企業からは「インバウンドの増大による国内消費の拡大により、観光

産業を中心に景気回復局面にある」（経営コンサルタント、大阪府）や「建設工事には人手不足で

強気の金額を出しても受け入れてもらえる状況が徐々に出来つつあり、好材料が増えてきている」

（建設、東京都）など、訪日観光客の増加やコスト増の価格転嫁が進みつつあることを指摘する

意見がみられた。しかし、「踊り場」局面が半数超を占めるなかで、「景気は回復傾向にあるが、ユ

ーザー単位では良いところと悪いところで二極化しつつある」（鉄鋼・非鉄・鉱業、滋賀県）とい

った声も多く、業種や企業間で景気の回復度合いに格差が広がっている様子がうかがえる。 

「悪化」局面とした企業からは、「プレミアム商品券による消費喚起の恩恵もなく、都心のよう

なインバウンド効果もないので、前年売上・入店客数をクリアできない状況」（各種商品小売、栃

木県）や「高価格商材の動きが若干良くなってきているが、低価格商材の値崩れがとどまる気配

がない」（化粧品卸売、愛知県）などの声が挙がり、中小企業や地方にはアベノミクスの恩恵が届

いていないと考える企業が多かった。 

3 年目を迎えたアベ

ノミクスだが、回復を

実感する企業は 1 割弱

となり、2年連続で「悪

化」局面を下回った。た

だし、2014 年と比べて

「回復」と「悪化」の差

は－21.1 から－12.4

へと縮まっており、企

業の景況感はやや明る

さが表れている。他方、

「踊り場」局面とする

見方は半数を超えてお

り、2015年の景気は弱

含み傾向を示しつつ、

横ばい状態で推移した

と言えよう。 
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2. 2016 年の景気見通し、「回復」「悪化」を見込む企業はともに減少 

 

2016年の景気は、「回復」局面を迎えると見込む企業（11.3％）が 2015年見通し（2014年 11月

調査）から 2.1 ポイント減少した。また、「悪化」局面になると見込む企業が 2015 年見通しより

減少した一方、「踊り場」局面を見込む企業は 4.0ポイント増加した。 

規模別でみると、「悪化」と見通す企業の割合は「小規模企業」が「大企業」より 9.8ポイント

高く、規模の小さい企業ほど厳しい見通しを示していることが浮き彫りとなった（6ページ参考表

参照）。業界別では、『小売』が「悪化」と見通す企業の割合が 3 割を超え、「回復」より 20 ポイ

ント以上高くなっており、個人消費関連の業種で特に厳しく見込んでいる様子がうかがえる。 

企業からも、「2017 年の消費税率引き上げに向けてますます消費は慎重になる」（男子服小売、

大阪府）といった個人消費について厳しい見方をする意見や、TPP（環太平洋パートナーシップ）

協定では「道内経済への影響が漁業・農業分野で顕著に表れる」（医療・福祉・保健衛生、北海道）

ことを懸念する企業もみられた。他方、「回復」を見込む企業からは、「雇用、所得環境が改善し、

設備投資が増加する動きがみられることで景気が回復に向かうと期待」（金融、北海道）や「オリ

ンピック特需もあり 2016 年の景気見通しは良好」（不動産、東京都）、「企業の設備投資では更新

需要を消費税率引き上げ前に実行する動きが活発化し、景気の好循環から個人消費も伸びると予

想」（娯楽サービス、愛知県）といった、雇用拡大や設備の更新需要などを期待する声も挙がった。 
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3. 「中国経済」の動向を懸念する企業が急増 

 

2016 年の景気に悪影響を及ぼす懸念材料を尋ねたところ、「中国経済」が 46.4％で最も高かっ

た（3 つまでの複数回答、以下同）。「中国経済」は前回調査（2014 年 11 月）から 33.3 ポイント

増加しており、中国の景気減速による影響を懸念する企業が企業規模や業界を問わず広がってい

ることが浮き彫りとなった。逆に、前回 2位だった「原油・素材価格（上昇）」は前回調査から 23.0

ポイント減の 24.7％、前回 1位だった「為替（円安）」は同 31.1ポイント減の 19.5％となってお

り、景気の懸念材料はこの 1年で大きく様変わりした。また、「消費税制」は 37.7％で 2位、「人

手不足」は 25.6％で 3位となっており、景気を左右する重要項目として上位にあげられた。 

業界別にみると、「中国経済」では『金融』『製造』、「消費税制」では『小売』が 5割を超える企

業で景気への懸念材料として挙げている。また、「人手不足」は『建設』と『運輸・倉庫』が 4割

超となっており、「人件費の上昇による人手不足と業績悪化への影響が表れ始めている」（普通倉

庫、愛知県）など、最低賃金の引き上げとともに労働需給ひっ迫にともなう人件費上昇による収

益悪化を懸念している様子もうかがえる。 

企業からは、「中国経済の成長鈍化、パリのテロ事件の世界への拡散リスクなど予断を許さない

多くのリスクがある」（建設、宮城県）や「仕事があっても、人手不足等により受注できない状況

が続くことは避けられない」（建設、北海道）といった、中国経済や人手不足などを挙げる企業が

多かったほか、テロによる影響を懸念する企業も非常に多かった。また、「食品に対する消費税の

軽減税率で混乱が大きくなる可能性」（飲食料品・飼料製造、三重県）など、消費税率引き上げに

ともなう影響を指摘する声も多くみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2016年の懸念材料（複数回答、3つまで） 
（％）

2014年11月調査

1 中国経済 46.4 13.1

2 消費税制 37.7 36.5

3 人手不足 25.6 25.0

4 原油・素材価格（上昇） 24.7 47.7

5 為替（円安） 19.5 50.6

6 米国経済 11.7 10.4

7 株価（下落） 11.5 7.9

8 為替（円高） 9.8 4.7

9 所得（減少） 9.6 12.5

10 金利（上昇） 8.2 6.4
注1：

注2:矢印は2014年11月調査より5ポイント以上増加、または減少していることを示す

注3：2015年11月調査の母数は有効回答企業1万620社。2014年11月調査は1万516社

以下、「雇用（悪化）」(7.7％)、「地政学リスク」(7.3％)、「法人税制」(6.6％)、「物価下落

（デフレ）」(6.4％)、「TPP協定の実行」(6.1％)、「欧州経済」(6.0％)、「金融市場の混乱」

(5.6％)、「物価上昇（インフレ）」(4.7％)、「政局」(4.4％)、「税制（消費税制、法人税制を

除く）」(3.8％)、「訪日観光客数の減少」(1.4％)、「その他」(2.6％)

2015年11月調査
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4. 景気回復に必要な政策、個人消費関連や法人減税が上位を占める 

 

今後、景気が回復するために必要な政策を尋ねたところ、「個人消費拡大策」が 42.6％（複数回

答、以下同）で前回調査（2014 年 11月）に続いて 4割を超え、4年連続で最多となった。次いで

「所得の増加」「法人向け減税」「個人向け減税」「年金問題の解決（将来不安の解消）」が３割を上

回った。実質賃金の伸び悩みが続くなか、今後の景気回復には個人消費の拡大とともに、企業の

競争力向上として法人税など法人向けの減税策が重要な課題であると捉えていることが明らかと

なった。 

また、政府の成長戦略や新三本の矢に掲げられている女性活躍で重要となる「出産・子育て支

援」（23.3％）は 4社に 1社、「介護問題の解決（老人福祉、介護離職など）」（19.1％）は 5社に 1

社が、今後の景気回復に必要な政策として挙げている。また、前回調査で 9 位に入っていた「財

政再建」は 7.7ポイント減少し 11位へと後退しており、企業がこれまでより景気に配慮した政策

を求めている様子がうかがえる。 

企業の声としては、「個人が消費できるよう、将来への不安の払拭が優先されるべき」（不動産

代理、宮城県）や「国内回帰を促し、製造業の国内生産高を増加させ雇用の充実と所得増加を促進

し個人消費拡大をねらう」（電気機械製造、群馬県）、「減税や手当では溜め込むだけとなる。使っ

た費用に対する助成が消費拡大につながる」（一般貨物自動車運送、茨城県）といった、消費や国

内生産の拡大につながる政策を必要とする意見が多かった。また、「消費税率引き上げやマイナン

バーなど、小さな会社にとっては対応が大変で非常に手間がかかる。そのため経費もかかり利益

は減るばかり」（建設、北海道）といった、制度変更にともなう負担増に対する中小企業への支援

を求める意見も聞かれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の景気回復に必要な政策（複数回答） 
（％）

2014年11月調査

1 個人消費拡大策 42.6 47.4

2 所得の増加 39.3 43.1

3 法人向け減税 34.5 34.0

4 個人向け減税 32.9 34.9

5 年金問題の解決（将来不安の解消） 30.5 27.5

6 公共事業費の増額 27.6 25.6

7 雇用対策 25.9 26.2

8 規制緩和 25.8 28.0

9 出産・子育て支援 23.3 -

10 介護問題の解決（老人福祉、介護離職など） 19.1 -
注1：

注2：2014年11月調査の母数は有効回答企業1万620社。2013年11月調査は1万516社

以下、「財政再建」(17.2％)、「地方創生」(16.4％)、「TPP協定の実行」(12.3％)、「物価

（デフレ）対策」(11.2％)、「地方への税源移譲」(10.4％)、「金融緩和政策」(9.6％)、「原

発事故の収束」(9.5％)、「災害対策」(8.7％)、「研究開発の促進税制」(7.9％)、「個人向

け手当の創設」(7.7％)、「震災復興」(7.6％)、「女性登用」(6.9％)、「環境関連の優遇策

（補助金など）」(6.0％)、「道州制の導入」(4.5％)、「その他」(3.7％)

2015年11月調査
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まとめ 

 

2015 年の景気は 9 年ぶりに「踊り場」局面と考える企業が半数を超えた。業種間や企業間で景

気の回復度合いに格差が拡大しており、企業の間ではアベノミクスの成果が中小企業や地方に届

いていないとする不満も広がっている。 

さらに、2016 年の景気を「回復」「悪化」局面とみる企業は前回調査より減少し、「踊り場」局

面と見込む企業が増加している。企業は、海外経済の減速や慎重な設備投資、個人消費の低迷な

どもあり、2016 年の景気が横ばい状態で推移するという方向感を持っている様子がうかがえる。 

とりわけ、懸念材料として「中国経済」を挙げる企業が規模・業界を問わず急増している。日本

経済に対する中国経済の影響力が高まっていることを背景に、企業が中国の景気減速による影響

を注視している様子がうかがえる。また、消費税率引き上げの影響が長引いている状況とともに、

人件費上昇による収益悪化を懸念している一方、原油・素材価格の上昇や円安に対する懸念は急

速に低下している。そのため、企業は今後の景気回復に向けて、個人消費拡大策や所得増加策、法

人・個人向け減税など消費や企業の競争力向上に向けた政策の実施を必要としている。 

2015年の企業の景況感は 3月をピークに緩やかに悪化を続け、9月以降は横ばい傾向で推移し、

日本全体の景気が膠着状態となっている［「TDB景気動向調査2015年 11月」（帝国データバンク）］。

政府には、アベノミクスが成果をあげ、日本経済が自律的な好循環を達成するためにも、経済を

第一とした政策を実行する重要性が一段と高まっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞2016年の景気見通し～規模・業界・地域・従業員数別～ 
（構成比％、カッコ内社数） （構成比％、カッコ内社数）

回復局面 踊り場局面 悪化局面 分からない 合計 回復局面 踊り場局面 悪化局面 分からない 合計

11.3 (1,199) 39.5 (4,198) 23.9 (2,535) 25.3 (2,688) 100.0 (10,620) 11.3 (1,199) 39.5 (4,198) 23.9 (2,535) 25.3 (2,688) 100.0 (10,620)

12.8 (300) 41.3 (966) 18.7 (437) 27.3 (638) 100.0 (2,341) 7.1 (41) 36.3 (210) 30.8 (178) 25.8 (149) 100.0 (578)

10.9 (899) 39.0 (3,232) 25.3 (2,098) 24.8 (2,050) 100.0 (8,279) 8.8 (59) 35.3 (236) 30.0 (201) 25.9 (173) 100.0 (669)

小規模企業 10.3 (268) 37.2 (966) 28.5 (740) 23.9 (620) 100.0 (2,594) 10.5 (75) 41.8 (298) 23.1 (165) 24.5 (175) 100.0 (713)

3.6 (2) 35.7 (20) 23.2 (13) 37.5 (21) 100.0 (56) 13.8 (473) 40.5 (1,388) 21.0 (720) 24.7 (847) 100.0 (3,428)

15.4 (21) 41.2 (56) 17.6 (24) 25.7 (35) 100.0 (136) 10.9 (63) 38.8 (225) 26.7 (155) 23.6 (137) 100.0 (580)

12.2 (187) 39.3 (602) 24.1 (369) 24.4 (373) 100.0 (1,531) 10.2 (122) 37.0 (441) 24.9 (297) 27.8 (331) 100.0 (1,191)

14.4 (42) 46.0 (134) 19.9 (58) 19.6 (57) 100.0 (291) 11.0 (195) 38.7 (689) 24.3 (433) 26.0 (462) 100.0 (1,779)

11.4 (350) 39.3 (1,201) 22.7 (694) 26.6 (814) 100.0 (3,059) 9.0 (53) 42.4 (250) 23.4 (138) 25.1 (148) 100.0 (589)

9.9 (300) 39.2 (1,191) 25.5 (777) 25.4 (774) 100.0 (3,042) 10.7 (35) 44.5 (145) 19.9 (65) 24.8 (81) 100.0 (326)

9.4 (42) 37.5 (167) 30.8 (137) 22.2 (99) 100.0 (445) 10.8 (83) 41.2 (316) 23.9 (183) 24.1 (185) 100.0 (767)

10.2 (46) 41.9 (190) 21.2 (96) 26.7 (121) 100.0 (453) 5人以下 10.0 (128) 35.5 (452) 30.8 (393) 23.7 (302) 100.0 (1,275)

13.0 (204) 40.0 (626) 22.8 (357) 24.1 (377) 100.0 (1,564) 6～20人 10.1 (279) 38.8 (1,072) 26.3 (726) 24.7 (683) 100.0 (2,760)

11.6 (5) 25.6 (11) 23.3 (10) 39.5 (17) 100.0 (43) 21～50人 12.1 (320) 39.7 (1,052) 24.6 (651) 23.6 (625) 100.0 (2,648)

注1：網掛けは、全体以上を表す 51～100人 11.8 (201) 40.2 (687) 21.5 (368) 26.5 (452) 100.0 (1,708)

注2：母数は有効回答企業1万620社 101～300人 11.6 (176) 42.2 (643) 18.0 (274) 28.2 (429) 100.0 (1,522)

301～1,000人 13.6 (76) 40.3 (225) 16.8 (94) 29.3 (164) 100.0 (559)

1,000人超 12.8 (19) 45.3 (67) 19.6 (29) 22.3 (33) 100.0 (148)

東海

近畿

中国

四国

九州

従
業
員
数
別

北海道

東北

北関東

南関東

北陸

全体

その他

不動産

製造

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

全体

大企業

中小企業

農・林・水産

金融

建設
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

 （株）帝国データバンク 

  顧客サービス統括部 産業調査グループ 情報企画課  担当：窪田剛士 

 TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 3,051 社、有効回答企業 1 万 620 社、回答率 46.1％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 
 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

578 1,191
669 1,779
713 589

3,428 326
580 767

10,620

（2）業界（10業界51業種）

56 68
136 39

1,531 27
291 7

飲食料品・飼料製造業 335 34
繊維・繊維製品・服飾品製造業 113 65
建材・家具、窯業・土石製品製造業 238 150
パルプ・紙・紙加工品製造業 114 49
出版・印刷 200 6
化学品製造業 435 453
鉄鋼・非鉄・鉱業 536 44
機械製造業 448 11
電気機械製造業 360 10
輸送用機械・器具製造業 99 124
精密機械、医療機械・器具製造業 86 33
その他製造業 95 57
飲食料品卸売業 375 16
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 186 166
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 376 132
紙類・文具・書籍卸売業 110 442
化学品卸売業 309 54
再生資源卸売業 40 211
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 330 104
機械・器具卸売業 958 21
その他の卸売業 358 139

43
10,620

（3）規模

2,341 22.0%

8,279 78.0%

(2,594) (24.4%)

10,620 100.0%

(298) (2.8%)

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（3,059）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（3,042）

放送業

サービス

（1,564）

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（445）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計


